
令和４年度　事務事業評価シート　（評価対象：令和３年度）

◇事務事業の内訳【DO】　主な予算事項別明細上の事業又は科目

①

②

③

④

⑤

◇事務事業の成果評価指標【Check】

◇事務事業の性質評価【Check】 選択するものを■にする

必
要
性

印刷製本費

将来像の実現に向けたまちづくりに取り組むに当たり、基本構想・
基本計画に示す上位施策への貢献度は大きいか。 □大きい　　■中位　　□小さい

有
効
性
目的に対して、期待されている効果を生んでいるか。
 □妥当　　■検討の余地あり　□他の主体が妥当

効
率
性
投入した資源に見合った効果を得られているか。
 □得られている　■ある程度得られている　□得られていない
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② 実績

① 食品ロス削減推進協力店・事業所認定数 実績 — — 0

千円

指標 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円

千円 千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円 千円 千円

— 千円 — 千円 204 千円 105 千円 0

千円

事項別事業名又は歳出科目 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

決算額 — 千円 — 千円 204

令和３年度

予算の執行方法 １　直営　２　委託　３　一部委託　４　その他

◇事務事業経費の推移【DO】　※事務事業費の内、主なもの及び改善等に関連するものの合計

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

◇基本情報
課名 ごみ対策課

事務事業の名称 事務事業開始年度　　        　令和元年度食品ロス削減推進協力店・事業所認定事業
事務事業
番号

2

第５次基本構想
前期基本計画

政策 環境と都市基盤 施策 循環型社会の形成

関連する個別計画 一般廃棄物処理基本計画

事務事業の目的

事務事業を実施することで、どのような効果を得ようとしているのか又は、対象をどのような状態にすること
が目的か。（目指す最終成果・ビジョン）

家庭及び飲食店等から排出される食品ロスの削減に積極的に取り組んでいる飲食店、
小売店及び事業所等を認定することにより、市民及び事業者の食品ロス削減の重要性
についての理解と関心を深めるとともに、市民、事業者及び行政の連携協力により、そ
れぞれの立場から食品ロスの削減に向けての取組を促進すること目的としている。

事務事業の手段

主な活動内容、具体的な事務事業の活動内容、進め方（直接的効果）

小金井市食品ロス削減推進協力店・事業所認定制度実施要綱第２条に基づく認定要件のうち、２つ以上を
実施する所在地が市内にある飲食店、小売店及び事業所等を認定。市は認定式を経て市報等に認定店を
紹介し、市民の利用を促すことにより食品ロス削減を推進する。

関連する報告書など 清掃事業の概要

事務事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

一般廃棄物処理基本計画において、ごみを出さないライフスタイルを推進することとし、その中で、食品ロス
の削減を重点項目として掲げていることから、他自治体の取組事例を参考にしつつ、比較検証したうえで実
施した。

対象
（誰・何を対象としているのか。）

市民及び市内事業所

千円 105 千円 0



◇自己点検【Check】

◇改善提案【Action】

課題解消のため、食品ロス削減をメインテーマとしたマッチングシステムの活用を検討している。食品ロスになりう
る可能性がある食品を出品、市民は安価でほしい商品の購入につなげる環境・仕組みを市が提供することによ
り、３Ｒに取り組んでいる市民の利便の向上を図るものである。また、市のＳＤＧｓ活動のＰＲに加え、食育推進、地
域経済の活性化等、幅広い効果が期待できるものと考えている。

これを実行するために必要な行財政改革の取組がある場合は、選んでください。

　１　DX　　２　公民連携・アウトソーシング　　３　公共施設マネジメント　　４　組織改正
　５　補助金等の見直し　　６　債権管理の強化　　７　改善・改革運動　　８　受益者負担の適正化
　９　歳入の確保　　１０　無駄な歳出の削減　　１１　職員数の適正化　　１２　人材育成

DX

今後の方向性

　１　休・廃止　　２　縮小　　３　現状維持　　４　改善・改革　　５　拡充 改善・改革

デジタル技術の活用検討
（DX担当との協議等）

実施の有無

実施した場合の結果又は
検討中の場合はその進捗

食品ロス削減マッチングシステムの
活用検討未実施

課題解決のための実行策
（限られた人員、予算を踏まえて）

未実施

サウンディング調査又事業に関連
する団体へのヒアリング調査

実施の有無

実施した場合の結果又は
検討中の場合はその進捗未実施

（評価）
令和３年度事務事業の自己評価
（経費、成果評価、性質評価を踏
まえて）

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により店舗等の営業自粛を余儀なくされ、件数の大幅な増
加には至らなかった。

（分析）
理想とする成果、実現しようとす
る事柄（目的）へ近づけるための
課題

市民、事業者及び行政の連携協力により、それぞれの立場から食品ロスの削減を通じて、ごみを出さないラ
イフスタイルを推進することとしているが、事業者及び市民への動機付けが不足しており、結果として大きな
広がりが見られていない。また、新型コロナウイルス感染症の影響による新しい生活様式が定着しており、
社会情勢が大きく変化している。したがって、これまでとは異なる事業展開を検討する必要がある。

☆課題解決に向けての準備等

他市調査
（類似団体又は２６市調査）

実施の有無

実施した場合の結果又は
検討中の場合はその進捗
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